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 図１ 選択制度導入後の社会福祉の概念図式 
出典：清水浩一（1999）「福祉事務所および児童相談所の新たな役割―措置から選択制度への移行
を踏まえて―」『社会福祉研究』76、p.54。 
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整および契約、サービス提供の適正管理、サービス評価）の三つのプロセスで構成される（平野
2007：782）。そして、それぞれの利用システムに応じた利用支援として、保険者に関する規定
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要とする人は誰でもサービス利用を申請することができる（第 1 条 2 ）とされ、「相談支援等の実
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長期療養保険制度の要介護認定区分は、2008年施行時は 1 等級から 3 等級まで（ 1 等級が日本










連の利用支援に関する事項」（第48条 2 ）として定義されている。 
 また、長期療養保険法では「国家及び地方自治団体の責務」として、「国家及び地方自治団体は、
老人が自立して日常生活を営むことができる健康な心身状態を維持するために必要な事業（以下、
「老人性疾患予防事業」とする）を実施しなければならない。」（第 4 条 1 項）とし、さらに「国家
は、老人性疾患予防事業を行う地方自治団体または「国民健康保険法」による公団に対し、これに
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 「老人長期療養センター」は、韓国の行政単位である「邑面洞」（日本の市・区等の基礎自治単位の下位行
政区画）単位で設置されており、およそ人口約 1 万 5 千～ 2 万 5 千人当たり一ヶ所となっている。 
現代福祉研究 第15号（2015. 3） 












者相談」が含まれる（ハンら2013：165）（2013年 7 月現在）。 
 
表１ 公団の年度別総相談件数 
年度 利用者 職員 職員一人当たりの受給者数 
相談実施件数 月平均 
初期相談 定期相談 随時相談 計 職員一人当たりの総相談件数 2012 283,523 1,821 156 118,759(10.2) 879,865(75.5) 166,426(14.3) 1,165,050 53.3 
2011 269,224 1,590 169 126,608(9.3) 1,024,351(75.0) 214,413(15.7) 1,365,372 71.6 
2010 262,770 1,590 165 144,720(5.8) 2,083,484(82.8) 288,299(11.5) 2,516,503 131.9 
2009 217,624 1,590 137 157,922(8.8) 1,520,354(84.4) 122,958(6.8) 1,801,234 94.4 
2008 131,348 1,590 83 236,193(31.4) 515,973(68.6) ― 752,166 39.4 
注）（ ）は、構成比。 
出所：ハンら（2013）「老人長期療養保険居宅給付利用者の利用支援相談に関するニーズ及び支援

























日本 地域包括支援センター、行政、病院等 市町村 地域包括支援センター(予防給付）、居宅介護支援事業所（介護給付）
地域包括支援センター(予防給付）、居宅介護支援事業所（介護給付）
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括支援センターや行政などの公的相談窓口の利用率は 6 割弱で、相談窓口を知っていた人の割合が 
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 2013年 7月に、居宅サービスを利用している 2013年 1月から 3月の間で新規または更新判定を受けた利用
者及び家族 2,000人（母集団から層化抽出）を対象に行ったアンケート調査結果である。 
介護保険サービスの利用支援機関に関する日韓比較研究－利用プロセスにみる利用支援機能の分析－ 
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利用支援相談に関するニーズ及び支援方法」（노인장기요양보험 재가급여 이용자의 이용지원  















































現代福祉研究 第15号（2015. 3） 
 - 36 -
・山井理恵（2010）『利用力／提供力を促進するケアマネジメント―支援困難なクライエントに対
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